
    

                        平成２７年１０月１９日  

行 政 視 察 活 動 記 録 

 

                           建設経済常任委員会  

委員長 谷木   静雄  

年 月 日 平成２７年１０月１５日から 平成２７年１０月１６日まで  

場 所 

及び目的  

大阪府千早赤阪村議会 水道事業の広域化について  

京都府亀岡市議会 ものづくり産業振興について  

 

年 月 日 平成２７年１０月１５日  

相 手 方  

及び目的  

大阪府千早赤阪村 施設整備課  

水道事業の広域化について 

内容・  

結果等  

 大阪府では、平成２４年３月に大阪府水道整備構想(おおさか水道

ビジョン)が策定された。従来の大阪広域水道企業団からの給水で、

４２の市町村がそれぞれに行っていた水道事業運営を見直して２０

年度を目標に水道事業の共同化と経営の一本化に向けての統合であ

り、現在、それに向けて、千早赤阪村のほか、四条畷市、太子町、

の計３団体が水道事業の統合に向けての協議検討を行っている。 

 千早赤坂村における水道事業の現状は、自己水源の水量低下や水

質の悪化の恐れ、耐用年数を経過した施設が大幅に増えることや、

進む給水人口の減少による給水収益の減少、加えて老朽化施設の更

新費用等により、今後の給水原価の上昇は避けられないこととなっ

ているほか、職員一人で担当する業務範囲が広い上に、技術職員の

確保や技術継承が難しく、時により外部委託となってしまい、近年

予想外に起きる水災害等への迅速な対応が難しい状況にあった。 

 水道事業の統合によるメリットは、大阪広域水道事業団からの給

水に全面的に切り替えることで、水量的にも、水質的にも安心安全

な水道水を安定的に給水できることや、大阪広域水道企業団には水

道事業に必要な全ての職種の技術者が在籍しているので、総合的な

施設の管理及び永続的な技術継承が可能となることや、非常時には、

各水道事業エリア近隣に在住する大阪広域水道企業団の職員が初動

対応することで、迅速かつ効率的な対応が可能となること、長期的

な対応が必要な場合でも大阪広域水道企業団が一括管理すること

で、サービスの維持及び向上が図れること、が挙げられる。 

 統合に向け、いち早く手を挙げた、四条畷市、太子町、千早赤坂

村との統合が実現すれば、大阪広域水道事業団が取水から家庭まで

の水道事業全体を担うこととなり、府域一水道への大きな推進力に

 



    

なるので、より一層の期待が双方に持たれている状況であった。 

 

 

 

 

 

 

 

備 考 
（参加者）建設経済常任委員会委員７名、上下水道部１名、 

建設経済部１名、議会事務局１名  計１０名 

 



    

 

年 月 日 平成２７年１０月１６日  

相 手 方  

及び目的  

京都府亀岡市 産業観光部ものづくり産業課 

ものづくり産業支援事業について 

内容・  

結果等  

亀岡市は京都府のほぼ中央に位置し、地形は周囲を山に囲まれた

盆地で、中央部を保津川の清流があり、気候は内陸性で緑豊かな自

然環境に恵まれ、土地も肥沃で、米、果樹、野菜の栽培に最適であ

る。 

昭和３０年に１６町村が合併して生まれた亀岡市は、平成２７年

は市政施行６０周年の節目に当たり、未来に向けて常に笑顔を絶や

さず、夢や希望を持ち続け、いきいきと暮らせるまちを目指し、第

４次亀岡市総合計画が策定された。さらに、平成２５年から２９年

までの５年間の計画となる「亀岡市ものづくり産業振興ビジョン」

が打ち出され、産業振興の基本方針となる、つながり、こだわり、

がんばりの共感と創造の産業ネットワークで活力のあるまちづくり

を基本方針とし、亀岡市の特性や強みを活かして、産業間連携の推

進を視野にいれ、市内ものづくり産業の復興を図ろうとする総合的

な指針となった。 

亀岡市の産業の特徴は、ものづくり産業である製造業の比重が高

く、多様な企業を立地しているが、５０人未満の事業所がほとんど

である。農業は、京都府有数の規模を誇り、伝統的な京野菜の生産

もさかんである。商業は、厳しい経営状況にあるが、新たな集客に

向けての動きがみられる。 

亀岡市ものづくり産業振興ビジョンの実現に向け、国・府・市な

どの支援策を事業者が効果的に活用できるよう、商工会議所との連

携を強化するほか、交通インフラの改善や開発規制の調整、環境整

備に向けた庁内部局による支援体制の充実、関係機関との緊密な連

携のもと、理事者を先頭にした積極的な誘致活動等を行っていた。 

 今後、地域経済における、ものづくり産業の役割の重要性につい

て、事業者と市民の共通認識を高めることが必要だという認識のも

と、亀岡市、京都府、亀岡商工会議所の連携強化にあわせ、京都産

業２１などの産業支援機関や京都学園大学をはじめとする教育機関

などと相互連携を図り、亀岡市ものづくり産業振興ビジョンの実現

を目指していく、とのことであった。 

 

 



    

 

備 考 
（参加者）建設経済常任委員会委員７名、上下水道部１名、 

建設経済部１名、議会事務局１名  計１０名 

   

 


